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はじめに 

１ 実施計画の目的 

平成 29 年３月に公共施設等総合管理計画（以下「総合管理計画」という。）

を策定し、区立施設や都市インフラの維持・更新、管理の総合的マネジメント

方針を示しました。 

実施計画は、総合管理計画に基づき、年度別計画を明らかにし、具体的な取

組を定めるものです。 

 なお、学校施設については、平成 29 年３月に策定した学校施設管理基本計

画に基づいて、別途平成 30 年度に実施計画を策定します。 

 

２ 計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画期間 

 実施計画の計画期間は、平成 30 年度から平成 34 年度までの５年間としま

す。上位計画である「みどりの風吹くまちビジョン」および「区政改革計画」

の計画期間にあわせ、平成 32 年度以降については見直しを行います。 
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【実施計画の見方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

「事業費」欄…各年度に必要となる事業費を百万円単位で記載しています（百万円未満の

数字は切り上げ）。 

【事業費の考え方】 

その事業にかかる初期経費（イニシャルコスト）を計上しています。施設整備後の維

持費・管理費や運営補助金のような、経常的に必要となる経費（ランニングコスト）

は、事業費には含まず、別途各年度の予算で計上するものとしています。 

※事業費の内訳：設計委託料、工事費、工事監理費、仮設施設等賃借料、 

用地取得費、計画等策定支援委託料 など 

【凡例】 

・「０」…事業計画はありますが、経費を必要としないものです。 

・「－」…事業未実施または事業完了等により事業費がないものです。 

・「***」…検討・協議の結果に基づき今後所要の経費を計上していくものです。 

 

（14）花とみどりの相談所

 

事業実施課：環境部 みどり推進課
事業費（百万円） 6 15

大規模改修 ― 基本設計 実施設計 工事

 隣接する四季の香ローズガーデンの拡充とあわせて、大規模改修を行います。

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

平成 30 年 4 月 1 日時点の 

組織名を記載しています。 

取組の概略を紹介しています。 

32 年度以降の年度別の取組内容は 

本計画の見直しの際、明らかにします。 
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Ⅰ 区立施設編 
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第１章　区立施設改修・改築等実施計画

１ 施設種別ごとの取組

（１）庁舎等
① 練馬区役所

 

事業実施課：総務部 総務課
事業費（百万円） 134 141

庁舎改修・改築計
画策定

【⻄庁舎】
躯体修繕・設備更新

工事 工事
工事

（完了）
―

【東庁舎・本庁舎】
改修等の手法および施
設のあり方等決定

―
庁舎改修・改
築基礎調査

庁舎改修・改
築計画検討

 区の行政機能の中枢となる施設であり、あわせて区議会があります。災害時には防
災拠点としての機能も担います。行政機能に滞りのないよう、計画的に改修を実施し
ていきます。
 ⻄庁舎は、平成31年度までに躯体の修繕と設備の更新を行います。
 東庁舎および本庁舎は、練馬駅周辺のまちづくりとあわせて将来的なあり方を検討
します。

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

4



54

② 石神井庁舎

 

事業実施課：企画部 企画課
      総務部 総務課

③ 旧情報公開室、中村北分館

 

事業実施課：総務部 総務課
      地域文化部 文化・生涯学習課
      企画部 企画課、情報政策課

事業費（百万円） 60 ＊＊＊

【中村北分館】
空きスペース活用策の
検討

― 建物・設備調査
建物および敷
地の取得

空きスペース活用
策の検討

【旧情報公開室】
建物除却・跡地活用

除却設計
除却工事
オープンスペー
ス整備工事

オープンス
ペース開設

―

 旧情報公開室の建物を除却し、跡地をオープンスペースとして活用します。
 中村北分館は、平成31年度の貸借契約期間満了時に建物と敷地を買い取る方針で
す。区の情報処理センターとして引き続き活用するとともに、一層の有効活用に向け
た検討を進めます。

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

５か年計画

30年度 31年度

事業費（百万円） 0 0

改修・改築に向けた方
針の決定

検討 検討 検討 決定

32〜34年度

 行政機能の維持、区⺠の利便性、敷地の有効活用、⽯神井公園駅周辺のまちづくり
など、様々な観点から将来的なあり方を検討します。

34年度目標
29年度末
（見込み）
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（２）区⺠事務所、旧出張所
① 区⺠事務所

 

事業実施課：区⺠部 ⼾籍住⺠課

② 旧出張所

 

事業実施課：地域文化部 地域振興課
   高齢施策担当部 高齢者支援課
   こども家庭部 ⻘少年課

※1 事業費は「(12)② 地域集会所」に計上。
※2 平成30年度より、高齢者相談センターから名称変更。

事業費（百万円） 0 0

【旧桜台出張所】
大規模改修と新たな活用の
開始 ※1
（地域集会所、地域包括支援
センター ※2、街かどケアカ
フェ、⻘少年育成地区委員会
事務局）

基本設計 実施設計 工事 開始

 区⺠の⾃主的な地域活動の拠点とすることを基本に活用を進めます。整備される機
能にあわせて、必要な工事を行います。

34年度目標
29年度末

（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

事業費（百万円） 0 0

【⽯神井区⺠事務所】
施設配置の方向性決定

検討 検討 検討 決定

 ⽯神井区⺠事務所は、⽯神井庁舎の改修・改築を見据え、⽯神井公園駅周辺のまち
づくり、区⺠の利便性などの観点も考慮して施設配置を検討します。

34年度目標
29年度末

（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

6



76

（３）総合福祉事務所

 

事業実施課：福祉部 生活福祉課、⽯神井総合福祉事務所
事業費（百万円） 0 0

【⽯神井総合福祉事務所】
施設配置の方向性決定 検討 検討 検討 決定

 ⽯神井総合福祉事務所は、⽯神井庁舎の改修・改築を見据え、⽯神井公園駅周辺の
まちづくり、区⺠の利便性などの観点も考慮して施設配置を検討します。

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度
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（４）保健相談所

 

事業実施課：健康部 健康推進課
事業費（百万円） 15 1,164

【豊玉保健相談所】
施設改修・改築の方向
性を決定

― ― 検討 決定

【北保健相談所】
移転・改築

基本設計 実施設計
実施設計
工事

工事（完了）
開設

 北保健相談所を平和台駅近くへ移転し改築します。周辺の区立施設と複合化するこ
とで、区⺠の利便性の向上を図ります。＜リーディングプロジェクト＞
 豊玉保健相談所は、⻑寿命化改修や将来的な改築について、練馬駅周辺のまちづく
りとあわせて検討します。

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度
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（５）土木出張所、公園出張所

 

※ 設計・工事等は東京都が費用負担。
事業実施課：土木部 道路公園課

【⻄部公園出張所】
改修・改築に向けた方
針の決定

検討 検討 検討 決定

【⻄部土木出張所】
改修・改築に向けた方
針の決定

検討 検討 検討 決定

事業費（百万円） 0 0

【東部土木出張所支所】
改築

解体 ― 設計 ※ 工事 ※

 東部土木出張所支所は東京都下水道局の浸水対策整備事業に伴い、平成29年度に東
京都が解体します。同じ敷地に、事業終了後の平成32年度に新築予定です。
 ⻄部土木出張所、⻄部公園出張所は、⽯神井庁舎の将来的なあり方の検討にあわせ
て、今後の施設配置を検討します。

34年度目標
29年度末

（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度
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（６）文化・生涯学習施設
① 練馬文化センター

 

事業実施課：地域文化部 文化・生涯学習課

② 美術館

 

事業実施課：地域文化部 文化・生涯学習課

31年度

事業費（百万円） 8 5

大規模改修 改修の方向性検討
再整備基本構
想の検討

再整備基本構
想の策定

基本設計
実施設計
工事

32〜34年度
34年度目標

29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度

34年度目標

 隣接する東京中高年齢労働者福祉センター（サンライフ練馬）も含めた一体的な施
設のリニューアルを行い、展示機能などを充実させて文化施設としての魅力を向上さ
せます。

事業費（百万円） 0 0

 ホール音響等設備の更新および天井の改修を実施するため、改修計画を定めます。

29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

音響等設備および天井
の改修計画の決定

検討 検討 検討
改修方針の決定
改修計画の決定

10
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③ 生涯学習センター、同分館

 

事業実施課：地域文化部 文化・生涯学習課

④ 図書館

 

事業実施課：教育振興部 光が丘図書館

平成32年度以降に工事
着手する施設
（２施設）

― ―
基本設計
１施設

基本設計１施設
実施設計２施設
工事２施設

 併設する施設とあわせて、２館の大規模改修に着手します。

事業費（百万円） ― ＊＊＊

32〜34年度
34年度目標

29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度

事業費（百万円） 0 35

【生涯学習センター分館】
方向性の検討 ― 検討 検討 検討

【生涯学習センター】
大規模改修

― ― 基本設計
実施設計
工事

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

 生涯学習センターは、大規模改修に着手します。
 生涯学習センター分館は、必要な機能を精査し代替機能を確保したうえで、廃止す
ることを検討します。
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（７）スポーツ施設
① 体育館・プール

事業実施課：地域文化部 スポーツ振興課

② 庭球場、野球場、運動場

 

事業実施課：地域文化部 スポーツ振興課
※ 設計費・整備費は「Ⅱ都市インフラ編 ３公園」に計上。

【大泉学園町希望が丘
公園運動場】
第Ⅱ期整備 ※

用地買収
設計

設計
設計
整備

整備（完了）

事業費（百万円） 79 195

【大泉さくら運動公園】
庭球場等整備

設計 設計 整備 ―

34年度目標
29年度末

（見込み）
５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

【(仮称)練馬総合運動
場公園】
公園内屋外スポーツ施
設整備 ※

実施設計
整備

整備（完了） ― ―

 練馬総合運動場は、全天候舗装のトラック、人工芝の運動場等を備えた公園として
整備します。
 大泉さくら運動公園に、庭球場を新設します。整備にあたっては、車椅子利用の方
でも使いやすい環境を整えます。
 大泉学園町希望が丘公園運動場の多目的運動広場は、拡張工事を行います。

【総合体育館】
改築
事業実施に向けた検討

検討 検討 検討 検討

事業費（百万円） 409 0

 大泉学園町体育館のアリーナを改修し、車椅子利用の方でも使いやすい環境を整え
ます。
 総合体育館は、改築に向けて、効率的に整備するための事業方式や、現在地以外へ
の移転の可能性も含めて検討を進めます。

34年度目標
29年度末

（見込み）
５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

【大泉学園町体育館】
アリーナ改修

設計 工事 ― ―
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（８）産業振興・勤労者福祉施設、集会施設
① 東京中高年齢労働者福祉センター（サンライフ練馬）

 

事業実施課：産業経済部 経済課
事業費（百万円） 0 0

大規模改修 改修の方向性検討
改修基本計画
の検討

改修基本計画
の策定

基本設計
実施設計
工事

 隣接する美術館の大規模改修・機能拡充にあわせて、一部の施設機能の見直しを検
討します。

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

13
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（９）⼦どもと⻘少年の施設
① 保育園

 

※1 設計費は「(12)① 地区区⺠館」に計上。
※2 都営住宅の建替えに伴う改築。東京都主体で施工。
事業実施課：こども家庭部 子育て支援課、保育課、保育計画調整課

その他平成32年度以降
に工事着手する施設
（２施設）

― ― ―
基本設計２施設
実施設計２施設

工事１施設

事業費（百万円） 442 843

【貫井第二保育園】
大規模改修

― ― 修正設計 工事

【貫井保育園】
大規模改修

― ― 基本設計
実施設計

工事

工事（完了）
開設

工事
工事（完了）

開設
― ―

【富士見台こぶし保育園】
大規模改修 ※1 実施設計 修正設計 工事 ―

 富士見台こぶし保育園と大泉学園保育園は、併設する地区区⺠館とあわせて大規模
改修を実施します。
 貫井保育園と貫井第二保育園は、大規模改修を行います。
 東大泉保育園と上⽯神井第三保育園は、都営住宅の建替えにあわせて改築します。
 その他２園の大規模改修に着手します。

【東大泉保育園】
改築 ※2

34年度目標
29年度末

（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

【大泉学園保育園】
大規模改修 ※1

実施設計 修正設計 工事 ―

【上⽯神井第三保育園】
改築 ※2

基本設計
実施設計

工事
工事

14
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② 学童クラブ
 豊玉北地区区⺠館、大泉学園地区区⺠館、⽥柄地区区⺠館および北大泉地区区⺠館
の改修にあわせて、各館内の学童クラブを近隣の小学校内に設置します。学童クラブ
を小学校内に設置する際には早期に「ねりっこクラブ」への移行を進めます。
 下⽯神井小学校および関町北小学校の改築にあわせて、各校舎内に学童クラブを設
置します。
（仮称）上⽯神井四丁目団地に、学童クラブを新設します。
 その他小学校内学童クラブ３施設の整備に着手します。

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

【大泉学園地区区⺠館
学童クラブ】
大泉桜学園内へ設置

―
設計
工事

開設 ―

【下⽯神井小学校内学
童クラブ】※1

― ―  ―
工事（学校改築）

開設

【⽥柄地区区⺠館学童
クラブ】
光が丘秋の陽小学校内
へ設置

― 設計 工事 開設

【豊玉北地区区⺠館学
童クラブ】
豊玉東小学校内へ設置

設計 工事 開設 ―

【北大泉地区区⺠館学
童クラブ】
大泉第一小学校内へ設置

― ― 設計
工事
開設

15
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※1 事業費は「(13)①小中学校」に計上。 
※2 都営住宅の建替えに伴う新築。東京都主体で施工。  
事業実施課：こども家庭部 子育て支援課、こども施策企画課

その他平成32年度以降
工事着手する施設
（３か所）

― ― 設計１施設
設計２施設
工事３施設
開設２施設

【(仮称)上⽯神井四丁目
団地内学童クラブ】
新設 ※2

基本設計
実施設計

工事
工事

工事（完了）
開設

【関町北小学校内学童
クラブ】※1

― ― ― 工事（学校改築）

事業費（百万円） 143 48

34年度目標
29年度末

（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

16
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③ 児童館

 

※ 事業費は「(4) 保健相談所」に計上。
事業実施課：こども家庭部 子育て支援課

④ ⻘少年館

 

事業実施課：こども家庭部 ⻘少年課

事業費（百万円）

0

00

 春⽇町⻘少年館は、ねりま若者サポートステーションの場を確保しながら、⼼⾝障
害者⻘年学級や練馬児童劇団などの実施方法等を見直し、その方向性にあわせて、施
設運営や改修等の方針を決定します。

【春⽇町⻘少年館】
施設運営や改修等の方
針の決定

検討 検討

事業費（百万円）

34年度目標
29年度末

（見込み）

５か年計画

30年度

0

検討 決定

31年度 32〜34年度

 春⽇町児童館は、北保健相談所の移転・改築にあわせて複合化し、移設します。新
たな区⺠ニーズに応えるため、乳幼児と保護者や中学生・高校生向けのサービス等を
充実します。＜リーディングプロジェクト＞
 その他１館の大規模改修に着手します。

34年度目標
29年度末

（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

【春⽇町児童館】
（新）北保健相談所と
複合化し移転・改築 ※

実施設計
工事

工事（完了）
開設

その他平成32年度以降
に工事着手する施設
（１施設）

― ― ―
基本設計１施設
実施設計１施設

基本設計 実施設計

17
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（10）高齢者福祉施設
① 敬老館

 

※1 平成30年度より、高齢者相談センターから名称変更。
※2 事業費は「(4) 保健相談所」に計上。
事業実施課：高齢施策担当部 高齢社会対策課、高齢者支援課

その他平成32年度以降
に工事着手する施設
（１施設）

― ― ―
基本設計１施設
実施設計１施設

事業費（百万円） 0 0

【春⽇町敬老館】
街かどケアカフェ・地域
包括支援センター ※1 へ
の機能転換 ※2

基本設計 実施設計
実施設計

工事
工事（完了）

開設

 春⽇町敬老館は、北保健相談所の移転・改築にあわせて複合化し、街かどケアカ
フェと地域包括支援センター ※1に機能転換します。＜リーディングプロジェクト＞
 その他１館についても機能転換に着手します。

34年度目標
29年度末

（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

18



1918

（11）障害者福祉施設
① 福祉作業所

 

事業実施課：福祉部 障害者施策推進課

② 障害者地域生活支援センター

 

事業実施課：福祉部 障害者施策推進課

③ 心身障害者福祉センター

 

事業実施課：福祉部 障害者サービス調整担当課

29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

【北町福祉作業所】
大規模改修
機能拡充

― 基本設計 実施設計
実施設計
工事

機能拡充

 北町福祉作業所は、大規模改修を行います。その際には、北保健相談所の移転に伴
う空スペースを活⽤し、利⽤者の高齢化に対応した機能拡充を検討します。
 大規模改修の際には、工事中の一時移転施設として光が丘第七小学校跡施設の活⽤
を検討します。＜リーディングプロジェクト＞

34年度目標

 豊⽟障害者地域生活支援センターは、併設の豊⽟保健相談所とあわせて、⻑寿命化
改修や将来的な改築について、練馬駅周辺のまちづくりとあわせて検討します。

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画
30年度 31年度 32〜34年度

事業費（百万円） 14 16

【豊⽟障害者地域生活
支援センター】
施設改修・改築の方向
性決定

― ― 検討 決定

事業費（百万円） ― 0

事業費（百万円） 0 0

 大規模改修の検討に着手します。大規模改修の際には、工事中の一時移転施設とし
て光が丘第七小学校跡施設の活⽤を検討します。

【⼼⾝障害者福祉センター】
大規模改修 ― 検討 検討

設計
工事

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

19
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（12）地域の施設
① 地区区⺠館

 

事業実施課：地域文化部 地域振興課

【旭町南地区区⺠館】
大規模改修

― 基本設計 実施設計 工事

事業費（百万円） 366 842

その他平成32年度以降
に工事着手する施設
（３施設）

― ― ―
基本設計３施設
実施設計２施設
工事１施設

【北大泉地区区⺠館】
大規模改修

― ― 基本設計
実施設計
工事

【⽥柄地区区⺠館】
大規模改修

― 基本設計 実施設計 工事

【富士見台地区区⺠館】
大規模改修

実施設計 修正設計 工事 ―

【豊玉北地区区⺠館】
大規模改修

基本設計 実施設計 工事 ―

【大泉学園地区区⺠館】
大規模改修

実施設計 修正設計 工事 ―

 大規模改修未実施の施設について、順次改修を実施します。改修の際には、新たな
地域施設への機能再編を行い、あわせてバリアフリー化を進めます。

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

【北町第二地区区⺠館】
大規模改修

基本設計
実施設計

工事 ― ―

20
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② 地域集会所

 

事業実施課：地域文化部 地域振興課
      高齢施策担当部 高齢者支援課
      こども家庭部 ⻘少年課

 必要に応じて改修工事などを行い、区⺠の⾃主的な地域活動の拠点として活用を進
めます。

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

事業費（百万円） 18 240

【桜台地域集会所】
大規模改修
※旧出張所の活用

基本設計 実施設計 工事 ―

21
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（13）教育施設
① 小中学校

 

事業実施課：教育振興部 教育施策課、学校施設課
事業費（百万円） 6,034 4,021

【旭丘小学校・小竹
小学校・旭丘中学校】
小中一貫教育校設置に向
けた調整

調整 調整 調整 調整

その他平成32年度以降
に工事着手する施設
（６施設）

― ―
基本設計
２施設

基本設計６施設
実施設計６施設
工事４施設

【大泉⻄中学校】
改築工事完了

実施設計
実施設計
工事

工事 工事（完了）

【⽯神井小学校】
改築工事完了

実施設計
実施設計
工事

工事 工事（完了）

【関町北小学校】
改築工事

基本設計 実施設計
実施設計
工事

工事

【下⽯神井小学校】
改築工事完了

工事 工事 工事 工事（完了）

 適切な点検と必要な改修を行いつつ、順位付けを行い、概ね年間２校ずつ計画的に
改築を進めていきます。
 平成30年度に学校施設管理実施計画を策定し、今後10年間に改築する学校や改築の
時期を示します。
 旭丘小学校・小竹小学校・旭丘中学校の３校を再編し、小中一貫教育校の設置に向
けて、引き続き保護者や地域の意見を聞きながら取り組んでいきます。＜リーディン
グプロジェクト＞

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

【大泉東小学校】
改築工事完了

工事 工事 工事（完了） ―

22
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（14）花とみどりの相談所

 

事業実施課：環境部 みどり推進課

大規模改修 ― 基本設計 実施設計 工事

事業費（百万円） 6 15

 隣接する四季の香ローズガーデンの拡充とあわせて、大規模改修を行います。

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

23
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２ リーディングプロジェクト

（１）高野台運動場用地における病院と福祉園の整備
 （公共施設等総合管理計画リーディングプロジェクト２）

 

※ 設計・工事は事業者が実施。
事業実施課：地域医療担当部 医療環境整備課

   福祉部 障害者施策推進課
   危機管理室 防災計画課

事業費（百万円） 114 0

【重度障害者グループ
ホーム誘致】
施設整備工事

― ― ―
運営事業者選定

設計 ※
工事 ※

【高野台防災備蓄倉庫】
改築・拡張

―
工事

使用開始
― ―

【福祉園の誘致】
福祉園開設

運営事業者選定
基本設計 ※
実施設計 ※

実施設計 ※
工事 ※

開設

【病院の誘致】
病院開設

運営事業者選定
基本設計 ※
実施設計 ※

実施設計 ※
工事 ※

開設

高野台運動場用地

 高野台運動場用地に回復期・慢性期の機能を有する病院を誘致します。あわせて、
同敷地に⺠間事業者が整備・運営する福祉園を誘致します。隣接する高野台防災備蓄
倉庫も改築・拡張します。
 近接する⽯神井町福祉園は廃止し、跡地には、重度障害者グループホームを誘致し
ます。重度障害者グループホームと一体化した地域生活支援拠点を目指します。

34年度目標
29年度末

（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

現⽯神井町福祉園用地

【⽯神井町福祉園】
施設廃止

― ― ―
除却設計
施設廃止
除却工事

【運動場既存建物】
建物除却

除却設計 除却工事 ― ―

24
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（２）旭丘小学校、小竹小学校、旭丘中学校の統合・再編
 （公共施設等総合管理計画リーディングプロジェクト４）

 

事業実施課：教育振興部 教育施策課

 旭丘小学校、旭丘中学校はいずれも過小規模となっています。また、小竹小学校と
旭丘中学校は改築が必要な時期が迫っています。そこで、この 3 校を小中一貫教育校
へ再編する方針を定め、より多くの保護者や地域の方々の意見を伺いながら進めてい
きます。
 新たな小中一貫教育校は旭丘小学校・中学校の跡地に整備します。
 小竹小学校の跡施設については、地域の状況や区⺠ニーズ等を考慮して活用方法を
検討します。

34年度目標
29年度末

（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

事業費（百万円） 0 0

【旭丘小学校・小竹小
学校・旭丘中学校】
小中一貫教育校設置に
向けた調整

調整 調整 調整 調整

25
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（３）北保健相談所移転と周辺施設の集約
 （公共施設等総合管理計画リーディングプロジェクト５）

※1 事業費は「(4) 保健相談所 【北保健相談所】」の再掲。
※2 平成30年度より、高齢者相談センターから名称変更。
※3 事業費は「(11) 障害者福祉施設 ①福祉作業所 【北町福祉作業所】」の再掲。
事業実施課：健康部 健康推進課

      こども家庭部 子育て支援課
      高齢施策担当部 高齢社会対策課、高齢者支援課
      福祉部 障害者施策推進課

（新）北保健相談所 ※1

 北保健相談所を平和台駅近くへ移転・改築します。あわせて、老朽化している春⽇
町児童館・敬老館を複合化し、新たな区⺠ニーズに応える機能に転換します。
 北保健相談所の移転に伴う空きスペースは、北町福祉作業所の利用者の高齢化に対
応した機能拡充と、シルバー人材センター作業所の移転先として活用します。北町福
祉作業所の大規模改修の際には、工事中の一時移転施設として光が丘第七小学校跡施
設の活用を検討します。
 現在の春⽇町児童館・敬老館の用地は、新たな活用の方向性について検討を進めま
す。

34年度目標
29年度末

（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

現北保健相談所

【北保健相談所・児童館・街
かどケアカフェ・地域包括支
援センター ※2】
施設開設

基本設計 実施設計
実施設計

工事
工事（完了）

開設

【シルバー人材セン
ター作業所】
大規模改修
移転・使用開始

― 基本設計 実施設計
実施設計

工事
移転・使用開始

【北町福祉作業所】
大規模改修 ※3
機能拡充

― 基本設計 実施設計
実施設計

工事
機能拡充

現春⽇町児童館・敬老館用地

事業費（百万円） 28 1,184

新たな活用方針の決
定・実施

― 検討 決定 実施
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３ 外郭団体や⺠間事業者へ貸し付けている施設

（１）特別養護老人ホーム・デイサービスセンター

 

事業実施課：高齢施策担当部 高齢社会対策課

（２）作業所・生活介護施設

 

事業実施課：福祉部 障害者施策推進課

 区の施設としては使わなくなった建物等を⺠間の障害者施設に無償で貸し付けて
います。今後、区は原則として老朽化による改修・改築をせず、順次、移転・家賃
補助への移行、事業者への売却、事業者による現地での建替えなどを検討します。
事業者と利用者の状況を踏まえ、協議しながら検討を進めます。
 施設の移転等により生じた跡地は、他用途への転用または売却・貸付などにより
有効活用を図ります。

 区立施設であった４つの特別養護老人ホーム・デイサービスセンターについて
は、平成23年度に練⾺区社会福祉事業団に運営を移管し、⺠営化しました。⺠営化
にあたっては、区の土地・建物を無償貸付しています。
 現在の協定では、建物の大規模改修は区が行うこととなっています。今後、社会
福祉事業団が改修を行い、その経費の一部を区が支援する方式へと移行します。移
行にあたっては、新たに施設運営に必要な協定を締結します。

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

新たな協定の締結 協議 協議 協議 新たな協定の締結

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

協議・調整 協議 協議・調整 協議・調整 協議・調整
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 区⽴施設は、⻑期間かけて順次整備してきました。施設建設費の減価償却費は、物
価上昇等の影響を受けるため、建築年度により大きく異なります。築年数の新しい施
設は、高額になる傾向があります。地域集会所は、昭和45（1970）年から平成14
（2002）年までの約30年かけて27施設整備 ※2してきました。築30年以下の施設建設
費の減価償却費は、築40年以上と比べて、平均で約3.1倍高額となります。
 一方、施設使用料は、同じ広さの部屋の場合、同額です。このため、使用料の負担
感は、築年数が古い施設の利用者ほど相対的に大きくなります。
 引き続き、使用料の変動幅や減額・免除のあり方を含めて、区⺠、利用者の意⾒を
聞きながら、適正負担のあり方を検討し、必要に応じて⾒直しを行います。

※1  平成28年度決算より。生涯学習センター、石神井公園ふるさと文化館は分館、分室を含めた数
 および額。リサイクルセンターは平成29年４月に開設した大泉を除いた数。

※2 平成29年４月に開設した練馬高野台駅前地域集会所および８月に開設した豊玉地域集会所は
 平成28年度決算数値がないため含めていない。

1,326,507 978,402 2,304,909合計

20,979 32,422 53,401

1,139,024

100,396 54,859 155,255
66,575 54,429 121,004

114,644
697,990 441,034
81,342 33,302

男女共同参画センター

127,260

29,542 1,392 30,934
68,594

154,707 194,207 348,914

26,346 94,940
33,007 18,520 51,527

17,748 13,612

４ 使用料の適正負担について

                  （単位：千円）
維持管理費 減価償却費 計施設名称

 区⽴施設における現在の使用料は、平成14年度に定めた算出方法を基本に、光熱水
費など施設の維持・運営にかかる経費をもとに、施設の性質に応じて、税金で負担す
る分と利用者が負担する分の割合を設定して計算しています。
 これまで使用料算定の原価に含めていなかった、施設建設費や大規模修繕費などの
減価償却費を含めると、施設の運営にかかるコストは下表 ※1のとおりです。
   施設の運営にかかるコストは、減価償却費を含めると、維持管理費のみの場合と比
較して、約1.7倍になります。

施設数
1
1
1
1
1
22
27
1
1
1
17

30,334 96,926

31,360

区⺠・産業プラザ
石神井公園区⺠交流センター
サンライフ練馬
勤労福祉会館
地区区⺠館
地域集会所
生涯学習センター
石神井公園ふるさと文化館
総合体育館
地域体育館等

36,6463リサイクルセンター 25,293 11,353
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（１）総合調整を行う組織の設置

（２）第三者によるマネジメントチェックの導入

（３）⺠間活⼒の活⽤

 総合管理計画および実施計画に基づき、施設配置の最適化や維持・更新、点検・保全
などを効率的に進めるため、全庁横断的なマネジメント推進体制を整えます。
 平成30年度までに組織のあり方を検討し、平成31年度から全庁横断的な総合調整を
行う組織を設置し、施設のマネジメントを推進します。
 これに伴い、建築手続の適正化などの実現および区立施設の安全対策を強化するため
に設置し、助言・指導を行っていた練馬区施設建築安全審査会は廃止します。

 専門的な知見を持つ第三者が技術的な中立性を保ちつつ発注者側に立って、設計の検
討や工程管理、コスト管理等を行う「コンストラクションマネジメント方式」を平成31
年度から導入します。これにより、発注者である区の体制を質的・量的に補完するとと
もに、コスト構成の透明化とそれによる適正価格の把握が見込めるなどの効果がありま
す。学校施設の改築等、工事規模の大きな事業を中心に導入を図ります。

5 区立施設マネジメントの推進

 総合管理計画で明らかにした方針に基づき、ハード・ソフトをあわせた総合的な施設
マネジメントを進めるため、推進体制の整備に取り組みます。

 区立施設の整備等にあたって、区⺠サービスの向上と持続可能性の確保の観点から、
⺠間の資⾦・ノウハウを活⽤するPPP/PFI手法の導入が効果的な場合は、最適な手法を
選択し積極的に導入します。
 大規模な施設の整備・改築や、区有地の有効活⽤等を検討する際は、当初の段階から
PPP/PFI手法の活⽤を含めて検討します。
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今後の区立施設改修・改築等事業費について 

 

「公共施設等総合管理計画」（平成 29 年３月策定）では、今後の改修・改築

工事費を、一定の仮定のもとに試算しました。 

計画に基づく様々な取組を進めた場合でも、今後 30 年間で約 3,827 億円、

1 年あたり平均で約 128 億円必要という結果になっています。 

 

今回の実施計画においては、区立施設の改修・改築等事業費を 

平成 30 年度：約 78 億円、31 年度：約 76 億円、2 年間の合計約 154 億円 

と算出しています。 

前述の試算における 1 年あたり平均額から見ると約６割ですが、年々増加の

傾向にあることは明らかです。 

この先、学校施設改築需要の高まりや大規模な区立施設の改修などが想定さ

れており、施設の維持・更新に要する費用は、遠からず年間 100 億円を超える

見込みです。 

   

施設のあり方を常に精査し、財政状況を踏まえながらその都度実施計画の見

直しを行い、適切に施設を維持・更新していくことが必要です。 
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第２章　委託・民営化実施計画

 区立施設の運営は、施設の特性に応じて、直営・⺠間委託・⺠営化から選択する必
要があります。
 区が直接担うべき業務は引き続き直営とします。⺠間の知恵と経験を活⽤したほう
が効果的な業務は⺠間が担うことを基本とします。これまでの委託や⺠営化の実績を
検証し、今後さらに委託や⺠営化を進め、サービスの向上を図ります。

 委託する手法には、業務委託と指定管理者制度があります。
 ① 業務委託
   運営・管理の権限等を区が留保しつつ、⺠間事業者が効率的・効果的に実施
  できる業務を⺠間事業者に委ねる。
 ② 指定管理者制度（「公の施設 ※」に限る）

   地⽅⾃治体に「指定管理者」として指定を受けた⺠間事業者が「公の施設」
  の管理を包括的に行う。
  ※ 「公の施設」とは、地⽅⾃治法において「住⺠の福祉を増進する⽬的をもってその利⽤に供する
    ための施設」と定められている施設で、図書館、美術館、体育館、福祉園などがあります。

     区役所庁舎や区⺠事務所など、行政の事務所は「公の施設」にはあたりません。

 委託を開始する際には、施設や業務の特性等によって、どのような業務を委託する
のか、どの手法が最もふさわしいかを検討し、最適な手法を選択します。既に委託し
ている施設・業務も、委託の範囲や手法等について改めて検討し、最適な手法を選択
します。区政改⾰推進本部に、（仮称）委託⺠営化作業部会を設置し、区全体の行政
サービスのあり⽅、執行体制、財政負担、効率性など総合的に検討し、決定します。

【最適な手法の選択】

直営 業務委託 ⺠営化指定管理

区立施設の運営

区が直接担うべき業務 ⺠間が担うことが効果的な業務

31
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１ 施設種別ごとの取組

（１）⼦どもと⻘少年の施設
①保育園

事業実施課：こども家庭部 保育計画調整課

【高松保育園】
【下石神井第三保育園】
事業者選定

― ― ―
保護者説明
事業者選定

⺠営化の検討・協議 ― 検討 検討 検討・協議

【北町第二保育園】
【石神井台保育園】
委託実施

― ― 保護者説明
事業者選定
準備委託
委託

【氷川台第二保育園】
【東大泉保育園】
準備委託

― ― ―
保護者説明
事業者選定
準備委託

【氷川台保育園】
【南大泉保育園】
委託実施

保護者説明 事業者選定 準備委託 委託

【豊玉保育園】
【田柄第二保育園】
委託実施

― 保護者説明 事業者選定
準備委託
委託

 区立保育園60園のうち、すでに20園を委託しています。今後、概ね10年間を⽬途に
20園の委託を実施し、それと並行して、委託後の保育園の⺠営化にも取り組みます。
 平成32年度から毎年２園ずつ委託による運営を開始します。委託にあたっては、保
護者への事前説明から事業者選定、準備委託を経て概ね３か年をかけます。計画期間
の５年間で６園を委託します。
 委託開始後、⻑期間安定した運営が行われている園については、地域の保育需要、
運営事業者等の状況を総合的にとらえながら⺠営化を検討します。⺠営化にあたって
は、施設の土地や建物など区有財産の取扱いをはじめ、具体的な条件や手順を検討し
ます。

34年度⽬標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

32
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②学童クラブ

事業実施課：こども家庭部 子育て支援課、こども施策企画課

【学童クラブ】
委託の拡大

36クラブ委託
（直営55クラブ）

５クラブ ５クラブ 拡大

【ねりっこクラブ】
拡大

８校で実施 ５校 ７校 拡大

 区立学童クラブ91クラブのうち、36クラブを委託しています。概ね10年間を⽬途に
学童クラブの委託と小学校内への設置を進め、小学校施設を活⽤して、「学童クラ
ブ」と「学校応援団ひろば事業」のそれぞれの機能と特色を維持しながら事業運営を
一体的に行う「ねりっこクラブ」を全小学校で実施することとしています。
 学童クラブは、平成31年度までの２年間で10クラブを委託します。
 ねりっこクラブは、小学校８校で業務委託により運営しています。平成31年度まで
の２年間に12校で開始します。その後もねりっこクラブを拡大します。

34年度⽬標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

33



34

③⼦ども家庭支援センター

事業実施課：こども家庭部 練馬子ども家庭支援センター

④児童館

事業実施課：こども家庭部 子育て支援課

34年度⽬標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

運営⽅法の検討 検討 検討 検討 検討

 児童館17館のうち、４館は指定管理者が運営しています。
 小学生の居場所となるねりっこクラブの拡大に合わせて、乳幼児と保護者および中
高生向け事業の充実を図るなかで機能を見直し、運営⽅法を検討します。

 子ども家庭支援センター５センターのうち、３センターは業務委託により運営して
います。
 光が丘子ども家庭支援センターは、指定管理者が運営しています。
 子ども家庭支援センター全体の運営体制を強化するため、指定期間が満了となる平
成31年度までに、改めて運営⽅法を検討します。

34年度⽬標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

【光が丘子ども家庭支
援センター】
運営⽅法の決定

検討 検討 決定 ―

34
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⑤⻘少年館

事業実施課：こども家庭部 ⻘少年課

施設運営や改修等の⽅
針の決定

検討 検討 検討 決定

34年度⽬標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

 春⽇町⻘少年館は、ねりま若者サポートステーションの場を確保しながら、⼼⾝障
害者⻘年学級や練馬児童劇団などの実施⽅法等を見直し、その⽅向性にあわせて、施
設運営や改修等の⽅針を決定します。
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（２）高齢者福祉施設
①敬老館

事業実施課：高齢施策担当部 高齢社会対策課

②大泉ケアハウス

事業実施課：高齢施策担当部 高齢社会対策課

⺠営化
指定管理者による
運営

検討・協議 協議 ⺠営化

決定

34年度⽬標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

 大泉ケアハウスは、指定管理者が運営しています。併設の大泉特別養護老人ホーム
が⺠営化されていることから、同様に⺠営化に向けた協議を進めます。

【高野台敬老館】
運営⽅法の決定

― 検討 検討

 区内には12館の敬老館があり、そのうち11館は業務委託により運営しています。
 高野台敬老館は、指定管理者が運営しています。平成32年度に指定期間が満了とな
るため、改めて運営⽅法を検討します。

34年度⽬標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度
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（３）障害者福祉施設
①福祉園

 

事業実施課：福祉部 障害者施策推進課

②福祉作業所

事業実施課：福祉部 障害者施策推進課

 区立福祉作業所５所は、すべて指定管理者が運営しています。
 北町福祉作業所は、大規模改修により高齢化に対応した機能拡充と運営⽅法を検討
します。
 大泉福祉作業所は、併設している大泉つつじ荘とともに運営⽅法を検討します。

 区立福祉園７園のうち、５園は指定管理者が運営しています。
 高野台運動場⽤地に、⺠間事業者が整備・運営する福祉園を誘致します。
 誘致にあたっては、石神井町福祉園（定員30人）以上の定員を⽬指します。なお、
現在の石神井町福祉園は、利⽤者の通所先を確保したうえで廃止します。＜リーディ
ングプロジェクト＞

34年度⽬標
29年度末

（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

【福祉園（新設）】
高野台運動場⽤地での
整備・開設

事業者選定

高野台運動場の
廃止、除却工
事、土地使⽤に
関する契約等

事業者と運営
等に関する協
議

開設

34年度⽬標
29年度末

（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

【北町福祉作業所】
機能拡充
運営⽅法の決定

― 検討 検討
機能拡充

決定

決定
【大泉福祉作業所】
運営⽅法の決定

 ― 検討 検討
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③こども発達支援センター

事業実施課：福祉部 障害者サービス調整担当課

④心身障害者福祉センター

事業実施課：福祉部 障害者サービス調整担当課

34年度⽬標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

検討 検討 決定

検討

 ⼼⾝障害者福祉センターは、中途障害者支援事業、各種講座・講習会、施設等貸出
事業、重度⼼⾝障害者の⽇中活動支援サービスなどを行っています。平成25年度か
ら、中途障害者支援事業等を委託しています。
 センター内のスペースを活⽤し、重症⼼⾝障害児など医療的ケアが必要な障害児の
発達支援と親の就労支援のための児童発達支援事業所を誘致します。
 すでに実施している中途障害者支援事業などの委託の運営実績を考慮し、業務委託
の拡大など、運営⽅法を検討します。

運営⽅法の決定 検討

29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

決定

児童発達支援事業所の
誘致

事業者選定 事業開始 継続 継続

運営⽅法の決定 ― 検討

 こども発達支援センターは、相談事業、通所訓練事業などの業務を委託していま
す。運営実績を考慮し、業務委託の拡大など、運営⽅法を検討します。

34年度⽬標
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⑤障害者グループホーム

事業実施課：福祉部 障害者施策推進課

決定

34年度⽬標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

 大泉つつじ荘は、指定管理者が運営しています。併設の大泉福祉作業所とともに運
営⽅法を検討します。

検討
【大泉つつじ荘】
運営⽅法の決定

検討 検討
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(４) 清掃事務所

 

事業実施課：環境部 清掃リサイクル課

委託の拡大 委託の拡大・検証 検証 拡大 拡大

 可・不燃ごみの収集作業の一部を環境まちづくり公社に委託しています。
 収集作業の委託を拡大していきます。

34年度⽬標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度
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（５）教育施設
①学校調理業務

事業実施課：教育振興部 教育総務課、保健給食課

②学校用務業務

事業実施課：教育振興部 教育総務課

77校
（直営22校）

３校 ２校 拡大

32〜34年度

 全小学校65校・全中学校34校のうち、59校で委託を行っています。平成32年度を
⽬途に13校程度を委託します。

委託の拡大

34年度⽬標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度

 全小学校65校・全中学校34校のうち、77校で委託を行っています。平成32年度を
⽬途に10校程度を委託します。

34年度⽬標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

委託の拡大
59校

（直営40校）
６校 ４校 拡大
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（６）文化・生涯学習施設
①図書館

 

事業実施課：教育振興部 光が丘図書館

【光が丘図書館・練馬
図書館】
運営⽅法の検討

検討 検討 検討 検討

【石神井図書館】
指定管理者制度の導入
の検討

検討 検討 検討 検討

 区立図書館12館のうち、９館は指定管理者が運営しています。残る３館は一部業務
を委託しています。石神井図書館に指定管理者制度の導入を検討します。
 光が丘図書館、練馬図書館についても、サービスの向上と効率的な運営に向けて検
討を進めます。

34年度⽬標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度
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（７）花とみどりの相談所

 

事業実施課：環境部 みどり推進課

30年度 31年度

 花とみどりの相談所は、大規模改修および隣接する四季の香ローズガーデンの拡充
とあわせて、指定管理者制度など運営⽅法を検討します。

32〜34年度

運営⽅法の決定 ― 検討 検討 検討・決定

34年度⽬標
29年度末
（見込み）

５か年計画
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Ⅱ 都市インフラ編 
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第１章　都市インフラ実施計画

 都市インフラは、既に策定している個別の整備計画や修繕計画に基づき、施設の整
備や修繕、改修等を進めます。具体的な取組については、「みどりの風吹くまちビ
ジョン アクションプラン」との整合を図りながら進めていきます。
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１ 道路
【都市計画道路の整備】

 

事業実施課：土木部 計画課、特定道路課

 都市計画道路は、東京都、特別区および26市２町で連携・協働して検討を進め、平
成28年３月に策定した「東京における都市計画道路の整備方針(第四次事業化計画)」
に基づき整備を進めます。
 第四次事業化計画では、今後10年間で優先的に事業に着手する路線である優先整備
路線を選定しており、練⾺区内は都内最⻑となる18.5ｋｍが選定されています。
 整備については、東京都および練⾺区がそれぞれの役割に応じて行い、練⾺区は約
5.6ｋｍの区間の整備を着実に進め、優先整備路線完成後の整備率を都心と同程度の８
割に向上させます。

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

補助135号線および補助232
号線（大泉学園駅南側地区）
取組方針を踏まえた検討

有識者委員会による検討

合意形成活動
生活再建支援事業

検討

合意形成活動
生活再建支援事業

検討・提言
取組方針策定
合意形成活動

生活再建支援事業

取組方針を踏まえた検討
合意形成活動

生活再建支援事業

都市計画道路事業認可
５路線

１路線 １路線 １路線

   ２路線
（その他まちづく
りの進捗にあわせ
て随時認可取得）

設計
整備

整備

補助135号線（補助156
号線交差部）
事業認可
用地買収（一部）

測量
測量
設計

 事業方式
 の決定

事業認可
用地買収

補助135号線（補助230
号線交差部）
用地買収（一部）
整備（一部）

測量
設計

測量
設計

事業認可
用地買収

用地買収
整備

用地買収
整備

事業費（百万円） 239 522

補助232号線Ⅰ−2期
事業認可
用地買収（一部）

関係機関調整 調整 調整

外環の２（上石神井駅駅
前広場）
用地買収（一部）
整備（一部）

測量
設計

事業認可
用地買収
設計

用地買収

事業認可
用地買収

区画街路１号線
整備（一部）

都市計画変更
事業認可
用地買収

設計
整備
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２ 橋梁
【橋梁の⻑寿命化】

 

事業実施課：土木部 計画課

橋梁修繕調査
29橋実施

12橋 ４橋 ４橋 ９橋

 練⾺区が管理している橋梁の数は126橋です。平成25年７月に策定した「練⾺区橋
梁⻑寿命化修繕計画」に基づき修繕調査を進め、必要に応じて修繕⼯事を実施して⻑
寿命化を図ります。
 また、橋梁の耐震性については、２径間以上の橋梁を対象に、⻑寿命化の修繕調査
とあわせて調査します。調査結果に基づき、必要な耐震補強を実施していきます。

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

事業費（百万円） 32 20
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３ 公園
【公園の整備】

 

大泉学園町希望が丘公園
整備（完了）

事業認可
用地買収

設計
設計

設計
整備

整備

稲荷山公園
整備（一部）

― 調査
事業認可

設計

用地買収
設計
整備

こどもの森緑地
整備（完了）

― ―
事業認可
用地買収

設計
整備

拡張 ３か所

(仮称)上石神井三丁目
公園
整備（完了）

事業認可
設計

用地買収
設計

整備 ―

(仮称)下石神井五丁目
公園
整備（完了）

事業認可
用地買収

設計
整備 ― ―

(仮称)高松農の風景公園
整備（完了）

事業認可
用地買収

設計
設計 整備

  平成23年12月に都区市町合同で策定した「都市計画公園・緑地の整備方針」等に
基づき、「みどりの風吹くまちビジョン アクションプラン」に位置付けた公園の整
備を進めます。

34年度目標
29年度末

（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

新設 ４か所

(仮称)練⾺総合運動場
公園
整備（完了）

事業認可
設計
整備

整備 ― ―
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事業実施課：都市農業担当部 都市農業課
      環境部 みどり推進課
      土木部 道路公園課

【公園遊具の⻑寿命化】

 

事業実施課：土木部 維持保全担当課

21基
（計188基）

計画に基づく更新

事業費（百万円） 58 80

練⾺区公園施設⻑寿命
化計画に基づく更新

142基
25基

（計167基）

689

 公園遊具は、平成25年７月に策定した「練⾺区公園施設⻑寿命化計画」に基づき更
新を進め、⻑寿命化を図ります。

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

事業費（百万円） 4,410

２か所 ２か所

豊玉中いっちょうめ公園
整備（完了）

― 設計 整備 ―

次期整備予定の公園

都市計画決定
８か所

２か所 ２か所

田柄川緑道（放射35号
線交差部）
整備（完了）

― ― 設計
設計
整備

四季の⾹公園（⻄欧庭
園区域）四季の⾹ロー
ズガーデン拡充
整備（完了）

―
事業認可
設計

設計
整備

整備

改修 ３か所

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度
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４ 駐車場
【自転車駐車場の整備】

 

事業実施課：土木部 交通安全課

 練⾺区内の公営自転車駐車場の数は84か所（平成29年５月現在）です。練⾺区自転
車利用総合計画に基づき、区内各駅へ目標台数の自転車駐車場を整備していきます。
 また、公益財団法人自転車駐車場整備センターが整備し、管理、運営している高架
下８施設については、平成29年度末に引継ぎを受け、平成30年度から区立自転車駐車
場として開設します。

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

30年度 31年度 32〜34年度

(仮称)平和台駅地上自
転車駐車場整備
事業着手

― 設計 ―
関係機関調整

設計
整備

(仮称)平和台駅地下自
転車駐車場
開設

整備 整備 整備 開設

―

(仮称)氷川台駅地下自
転車駐車場整備
事業着手

― 事業手法検討 関係機関調整
事業手法検討
関係機関調整

設計

(仮称)氷川台駅第九自
転車駐車場
開設

設計 整備
整備
開設

光が丘自転車駐車場
改修整備

― 設計 改修整備 ―

事業費（百万円） 1,238 989
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【自転車ラックの改修】

 

事業実施課：土木部 交通安全課

【自動車駐車場の改修】

30年度 31年度 32〜34年度

 自転車ラック等は、短時間無料設定による買い物客への対応など、利用者のニーズ
に対応できる時間課金が可能となるように改修します。

34年度目標
29年度末
（見込み）

５か年計画

 自動車駐車場は、日常点検により必要な修繕を行うとともに、受変電設備や管理シ
ステム、エレベーターなどは、適切な時期に更新することで⻑寿命化を図ります。

自転車ラック等改修施設
全42か所改修完了

26か所改修 ７か所 ６か所 ３か所

事業費（百万円） 80 75
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本実施計画における都市インフラ整備等事業費について 

 

都市インフラの基幹の一つである道路は、国、都、区がそれぞれの役割分担

に応じて整備・管理しています。区内の道路のうち、関越自動車道や東京外か

く環状道路、川越街道は国等が、目白通りや青梅街道、放射７号・35 号線な

どは都が、それ以外は区が整備・管理しています。公園についても、石神井公

園、光が丘公園などは都が整備・管理しています。 

 

本実施計画では、区が行う都市インフラ整備等にかかる事業費を、平成 30

年度および 31 年度の２年間における合計額で以下のように算出しました。 

都市計画道路の整備・・・・・・・・・・・・約 ７億６千万円 

橋梁の長寿命化調査・・・・・・・・・・・・約   ５千万円 

公園の整備等・・・・・・・・・・・・・・・約５２億４千万円 

自転車駐車場の整備等・・・・・・・・・・・約２３億８千万円 

     合   計 ・・・・・・・・・・・・・・約８４億３千万円 

 

都市計画道路や都市計画公園の整備には多額の経費が必要です。整備の際は、

国の社会資本整備総合交付金や都の都市計画交付金が交付され、残りの区が負

担する経費についても、特別区財政調整交付金の対象となり、財源が確保され

る仕組みとなっています。 

自転車駐車場の整備についても、国庫補助金や特別区財政調整交付金の対象

となっています。 

 

今後とも財源の確保を図りながら、都市インフラの整備・維持管理を着実に

進めていきます。あわせて国・都に対し、それぞれの役割に応じた都市インフ

ラの整備を働きかけていきます。 
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